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Ⅰ．はじめに

わが国政府の財政は依然として巨額の財政赤字を抱え，その累積としての政

府債務残高は増加傾向にある。そのため，国の財政は危機的な状況にあり，財

政再建が急務となっている。現在，政府は財政の健全化を実現するために，

国・地方の基礎的財政収支を黒字化させることを当面の目標として掲げている。

しかし，ここで，国の基礎的財政収支の改善に向けた改革が，例えば，地方交

付税や国庫支出金など，地方への財政移転の削減を通じて，逆に地方の財政収

支を悪化させる要因となってはならない。わが国の地方財政制度では，地方債

の発行は国から地方への財政移転である地方交付税や国庫支出金と密接に関係

しており，国と地方の財政が一体的に運営されていることに注意する必要があ

る。そこで，国の財政再建を検討するに当たり，わが国の地方財政の収入と支

出の関係を実証的に解明することは，財政再建の方途を探る上で有益な情報を

提供することが期待される。

この政府の収入と支出の関係をめぐっては，諸外国では収入と支出の因果関

係の実証研究がこれまで数多く進められており，政府の収入と支出の関係が次

の４つの仮説のいずれに相当するかが分析されている。まず第１は，収入から

支出への因果関係があるという租税－支出仮説（tax-spend hypothesis）であ

り，収入の変化が支出の変化をもたらすとしている。例えば，Friedman（1978）

は，増税が政府支出を増大させることを議論する一方，Buchanan and Wagner
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（1977）は，租税負担の減少が財政錯覚により，政府支出の増大をまねくこと

を論じている。第２は，逆に支出から収入への因果関係が存在するという支

出－租税仮説（spend-tax hypothesis）で，租税の徴収よりも前に支出の決定

が行われるとしている。その例として，Peacock and Wiseman（1961）は，政

府支出が戦争のような社会的混乱期を契機として新しい水準に増加し，それに

伴い租税負担の水準も永続的に増加するという見解を示している。また，

Barro（1979）は，公債発行によって資金調達された政府支出の増加が将来に

おける増税として納税者に認識されるとしている。

そして，第３は，収入と支出で双方向の因果関係が存在するという仮説（fis-

cal synchronization hypothesis）である。この仮説によれば，政府は収入と支

出の水準を同時に決定しているといえる（Musgrave, 1966 ; Meltzer and Richard,

1981）。最後に，第４は，収入と支出との間に因果関係が存在しないという仮

説（institutional separation hypothesis）である。この仮説は，政府による支出

と課税の機能が制度的に分離されている状況を想定している（Hoover and

Sheffrin, 1992 ; Baghestani and McNown, 1994）。上記の４つの仮説を検証する

既存研究は，政府の収入と支出の時系列データ（または，パネルデータ）を使

用し，ベクトル自己回帰（VAR）モデル，あるいは誤差修正モデルの枠組みで，

Grangerの因果関係の検定に基づき実証分析を行ってい
（１）

る。

これら一連の研究は主に各国の中央政府を対象としているが，地方政府の収

入と支出の因果関係に関する実証研究も行われてきた。例えば，アメリカ合衆

国の州や地方レベルを対象とする研究として，Marlow and Manage（1987,

1988），Chowdhury（1988），Ram（1988），Miller and Russek（1990），Payne

（1998），Zapf and Payne（2009），及び Saunoris（2015）などがある。しかし，

これらのアメリカ合衆国における実証研究は，地方分権的な財政制度を前提と

している。わが国の地方財政においては，支出の決定について地方政府にある

（１） 諸外国における政府の収入と支出の因果関係の実証研究の動向は，平井（2020）

の第５章と第７章において概観されている。
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程度の裁量の余地があるものの，地方の収入は国からの財政移転に依存して実

質的には中央政府（国）の意思決定により調達されているといえる。そのため，

わが国における地方政府の収入と支出の因果関係の実証分析は，地方財政をめ

ぐる国と地方の意思決定のあり方の検討を意味しているといえよう。平井

（2002）は，そのような視点から，標準的な誤差修正モデルを用いて，都道府

県全体の収入と支出の短期と長期における因果関係を分析することにより，地

方財政をめぐる国と地方の意思決定のあり方を実証的に検討している。

さらに，平井（2011）は，Enders and Siklos（2001）によって提案された，

TAR（Threshold Autoregressive）モデルとMTAR（Momentum Threshold Au-

toregressive）モデルを適用して，収入と支出の２変数間の長期均衡に向けた

非対称な調整過程を考慮に入れ，収入と支出の因果関係を分析している。これ

より，財政の不均衡における非対称的な調整を考慮した誤差修正モデルの推定

による分析結果からは，都道府県全体では，財政が悪化する状態においてのみ

収入から支出への因果関係の存在が示されている。また，平井（2013）は，42

道府県の財政を対象とし，地方の収入を地方税，地方交付税，国庫支出金に分

類して，これら３変数と歳出の４変数間で VARモデルを推定し，インパルス

反応や分散分解の分析により，42道府県全体における収入と支出の異時点間の

関係を検討している。

そこで，本稿の目的は，1955年度から2017年度までの期間におけるわが国の

都道府県財政を対象として，これまでの実証研究を発展させ，Shin, Yu and

Greenwood-Nimmo（2014）によって提案された，非線形自己回帰分布ラグ

（Nonlinear Autoregressive Distributed Lag, NARDL）モデルによる共和分のバ

ウンド検定の方法を適用して，基礎的財政収支をめぐる収入と支出の長期の関

係を分析することである。この分析方法を用いることで，収入に対する支出の

正の変化と負の変化の効果，あるいは逆に，支出に対する収入の正の変化と負

の変化の効果で非対称性が存在するかどうかを考慮して，収入と支出の関係を

調べることができる。
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このような実証研究として，Athanasenas, Katrakilidis and Trachanas（2014）

は，ギリシャ政府を対象として，NARDL共和分検定の方法を適用し，政府の

収入と支出の関係において上記の非対称性が存在するかどうかを検討している。

その分析結果からは，特に長期においては，収入は支出の正の変化よりも負の

変化に対して大きく反応する一方で，支出は収入の負の変化よりも正の変化に

対して大きく反応することが示されている。本稿においても同様に，Atha-

nasenas, Katrakilidis and Trachanas（2014）による分析方法を踏襲し，わが国

の地方の財政収支改善に向けた政府の財政運営のあり方を検討したい。

本稿の構成は，次の通りである。まず第Ⅱ節では，本稿の実証分析で使用す

るデータや，非線形 ARDL共和分検定の方法について解説する。そして，第

Ⅲ節では，地方政府（都道府県）の収入と支出の関係について，その実証分析

の結果を提示する。最後に，第Ⅳ節において結論を述べる。

Ⅱ．データと実証分析の方法

１．データ

本稿の実証分析では，わが国の都道府県全体の財政を分析対象とし，1955年

度から2017年度までの年度データを使用して，政府収入と政府支出の非対称な

（非線形の）共和分の検定を行う。使用される収入と支出のデータはそれぞれ，

各年度における沖縄県を除いた46都道府県の歳入決算額と歳出決算額の合計額

である。ここで，都道府県データを用いる理由は，分析期間を通して自治体間

の合併による影響について考慮することを回避できるためである。また，沖縄

県のデータは本土復帰により1972年度から利用可能となるため，データの一貫

性から沖縄県を除く46都道府県の合計額を用いている。

本稿では，地方政府（都道府県）の基礎的財政収支をめぐる収入と支出の関

係を分析することとし，地方政府の収入は歳入総額から地方債収入を差し引い

たもの，そして支出は歳出総額から公債費を差し引いたものとする。これらの

すべてのデータ（名目値）は，「地方財政統計年報」の各年度版より得られ
（２）

る。
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実証分析では，上記の地方政府の収入と支出の２変数についてそれぞれ自然対

数をとった収入と支出のデータを用いることとし，各変数を LGREtと LGEXt

で表示する。

なお，本稿で使用する収入と支出に関するデータは，すべて名目値のデータ

である。ここで，例えば，アメリカ合衆国における地方政府の収入と支出の因

果関係の実証研究において，Marlow and Manage（1987）や Payne（1998）は

名目値のデータを使用する一方で，Saunoris（2015）は実質値のデータを採用

している。また，Ram（1988）やMiller and Russek（1990）は，名目値の場合

と実質値の場合の両方についてそれぞれ分析している。平井（2002, 2011, 2013）

は，わが国の地方財政を対象とした実証分析において，実質値のデータを用い

ている。Owoye and Onafowora（2011）でも指摘されているように，政府の収

入と支出の因果関係の実証分析においては，名目値と実質値のいずれのデータ

を使用すべきかについてコンセンサスは得られていない。そこで，政府の予算

の決定は名目値に基づいて決定されることを考慮し，46都道府県の収入と支出

の名目値のデータを用いて，収入と支出の決定のあり方を実証的に分析するこ

ととする。

２．非線形 ARDL共和分検定の方法

本稿の実証分析では，都道府県の収入（LGREt）と支出（LGEXt）が長期

的な均衡関係にあるかどうかを検討するとともに，これら２変数間で長期と短

期において非対称的な（非線形の）効果が見られるかどうかを分析する。その

ために，Shin, Yu and Greenwood-Nimmo（2014）によって提示された非線形

ARDL共和分検定の方法を適用する。この検定方法は，Pesaran and Shin

（1999），及び Pesaran, Shin and Smith（2001）による対称的な共和分の ARDL

（２） 都道府県の歳入と歳出に関する近年のデータについては，総務省ホームページ

の地方財政統計年報から入手できる。また，それ以前の同データは，『地方財政統

計年報』（地方財務協会）より得られる。
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バウンド検定を発展させた方法であり，各変数の和分の次数が１より小さいか，

または１に等しい変数からなるモデルに適用され
（３）

る。

いま，LGEXtを説明変数，LGREtを被説明変数とし，Shin, Yu and Green-

wood-Nimmo（2014）に従って，次式で表される非線形の共和分回帰式を考え

る。

LGREt=â+1 LGEX+t +â-1 LGEX-t +u1t （１）

ここで，â+1 と â-1 は長期のパラメーター，u1tは誤差項であり，変数 LGEXtは

次のように分解されるとする。

LGEXt=LGEX0+LGEX+t +LGEX-t （２）

ただし，LGEX+t と LGEX-t は，それぞれ LGEXt における正と負の変化の部

分和過程であり，

LGEX+t =
t

∑
i=1
ÄLGEX+i =

t

∑
i=1
max(ÄLGEXi , 0) （３）

及び，

LGEX-t =
t

∑
i=1
ÄLGEX-i =

t

∑
i=1
min(ÄLGEXi , 0) （４）

で示される。ここで，Äは１階の階差演算子である。

同様にして，LGREt を説明変数，LGEXt を被説明変数とする場合について

も，次式で表される非線形の共和分回帰式を考える。

LGEXt=â+2 LGRE+t +â-2 LGRE-t +u2t （５）

ここでも，â+2 と â-2 は長期のパラメーター，u2tは誤差項であり，変数 LGREt

は次のように分解されるとする。

LGREt=LGRE0+LGRE+t +LGRE-t （６）

ただし，LGRE+t と LGRE-t は，それぞれ LGREt における正と負の変化の部

分和過程であり，

（３） Pesaran and Shin（1999），及び Pesaran, Shin and Smith（2001）によるバウン

ド検定アプローチは，Engle and Granger（1987）や Johansen（1988）のような共和

分検定の手続きと異なり，すべての変数について和分の次数が同じでなければなら

ないということを前提としていない。Pesaran, Shin and Smith（2001）を参照され

たい。
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LGRE+t =
t

∑
i=1
ÄLGRE+i =

t

∑
i=1
max(ÄLGREi, 0) （７）

及び，

LGRE-t =
t

∑
i=1
ÄLGRE-i =

t

∑
i=1
min(ÄLGREi, 0) （８）

で示される。

そこで，共和分のバウンド検定を実行するために，地方政府の収入（LGREt）

と支出（LGEXt）について，次の（９）式と（10）式で表される NARDLモデルを

推定する。

ÄLGREt=á1+ñ1LGREt-1+è+1 LGEX+t-1+è-1 LGEX-t-1+
p

∑
i=1
¶1iÄLGREt-i

+
q

∑
i=0
ð+1iÄLGEX+t-i+

q

∑
i=0
ð-1iÄLGEX-t-i+e1t （９）

ÄLGEXt=á2+ñ2LGEXt-1+è+2 LGRE+t-1+è-2 LGRE-t-1+
p

∑
i=1
¶2iÄLGEXt-i

+
q

∑
i=0
ð+2iÄLGRE+t-i+

q

∑
i=0
ð-2iÄLGRE-t-i+e2t （10）

ここで，（９）式において，è+1=-ñ1â+1 ，及び è-1=-ñ1â-1 である。また，（10）

式においては，è+2=-ñ2â+2 ，及び è-2=-ñ2â-2 である。e1tと e2tは，それぞれ

誤差項である。

上記の NARDLモデルの推定に基づき，地方政府の収入（LGREt）と支出

（LGEXt）の２変数が非対称的な（非線形の）共和分関係にあるかどうかの検

定を行う。そのために，まず，（９）式（または，（10）式）において，共和分関

係がないという帰無仮説，ñ1=è+1=è-1=0（または，ñ2=è+2=è-2=0）を，F検

定に基づき，Pesaran and Shin（1999），及び Pesaran, Shin and Smith（2001）

によって提案されたバウンド検定を実行す
（４）

る。計算された F統計量の値が上

方の臨界値を上回る場合には，共和分関係が存在しないという帰無仮説は棄却

されることになる。このとき，LGREtと LGEXtの２変数は共和分関係にある

（４） 共和分のバウンド検定において，F検定は，データの非定常性，説明変数の数，

そしてサンプルサイズに依存している。Pesaran, Shin and Smith（2001）と Pesaran
and Pesaran（2009）は，検定における２つの臨界値，すなわち下方の臨界値と上方

の臨界値を報告している。下方の臨界値はモデルに含まれるすべての変数が I(0)

であることを仮定しており，上方の臨界値はすべての変数が I(1) であることを仮

定している。
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と判断できる。そして，F統計量の値が下方の臨界値を下回る場合には，帰無

仮説は棄却されず，２変数間で共和分関係は存在しないと判断する。しかし，

もし計算された F統計量の値が下方の臨界値と上方の臨界値の間にあるとす

れば，共和分検定の結果は不確定となる。

２変数間で共和分関係の存在が確認されると，次に，Wald検定を用いて，

長期と短期における対称性の検定を行う。（９）式において，長期における対称

性の帰無仮説は，-è+1 /ñ1=-è-1 /ñ1 である。一方，短期における対称性の帰

無仮説は，∑q
i=0ð+1i=∑q

i=0ð-1i である。同様に，（10）式において，長期における

対称性の帰無仮説は，-è+2 /ñ2=-è-2 /ñ2 であり，短期における対称性の帰無

仮説は，∑q
i=0ð+2i=∑q

i=0ð-2i である。

Ⅲ．分析結果

１．単位根検定の結果

本稿の実証分析では，はじめに，地方政府（都道府県）の収入（LGREt）

と支出（LGEXt）の２変数についてそれぞれ単位根検定を行う。既述のよう

に，Pesaran and Shin（1999），及び Pesaran, Shin and Smith（2001）によるバ

ウンド検定アプローチでは，各変数が I(0) または I(1) であることを前提と

している。すなわち，バウンド検定を実行するためには，どの変数も I(2) で

ないか，または和分の次数がそれを超えていないかを確認する必要がある。そ

のために，Dickey and Fuller（1979, 1981）による ADF（Augmented Dickey-

Fuller）検定と Phillips and Perron（1988）による PP（Phillips-Perron）検定を

適用する。

表１には，ADF検定と PP検定において，トレンド項を含まない（定数項の

みを含む）モデルによる検定結果とトレンド項を含むモデルによる検定結果が

それぞれ報告されている。表１より，まず，トレンド項を含まないモデルによ

る検定結果を見ると，LGREtと LGEXtの各変数について，いずれの検定方法

でも水準変数において単位根が存在するという帰無仮説が５％の有意水準で棄
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却される。そのため，LGREtと LGEXtはともに I(0) 変数であると判断する。

ところが，次に，トレンド項を含むモデルによる検定結果を見ると，ADF検

定と PP検定の結果は，LGREtと LGEXtの各変数について，水準変数では単

位根の帰無仮説が10％の有意水準でも棄却されないものの，第１階差変数では

10％の有意水準で棄却されることを示している。そのため，LGREtと LGEXt

はともに I(1) 変数であることがわかる。

このように，ADF検定と PP検定のいずれの場合も，トレンド項を含まない

モデルと含むモデルによる検定結果は異なっているが，ここではトレンド項を

含むモデルの検定結果に基づいて分析を進めることにする。そこで，以下では，

地方政府（都道府県）の収入（LGREt）と支出（LGEXt）はともに I(1) 変数

であると判断して，２変数間の共和分検定を実行する。

表１ 単位根検定：1955－2017年度

A．トレンド項なし

ADF検定 PP検定

変 数 水 準 １階の階差 水 準 １階の階差

LGREt －3.058052（2）** －0.930122（3） －5.703832（5）*** －2.234393（5）

LGEXt －3.530851（2）** －1.204681（1） －4.768633（5）*** －2.002448（3）

B．トレンド項あり

ADF検定 PP検定

変 数 水 準 １階の階差 水 準 １階の階差

LGREt －1.455544（1） －5.447749（0）*** －0.928886（3） －5.472998（2）***

LGEXt －1.900574（2） －3.247506（1）* －0.589652（5） －5.217278（3）***

注：水準は各変数の水準変数，１階の階差は各変数の１階の階差変数である。単位根検定に

おいて，トレンド項なしは定数項のみを含むモデル，トレンド項ありは定数項とトレン

ド項を含むモデルによる検定である。検定統計量における括弧内の値は，検定における

ラグ数またはバンド幅を示している。ADF検定のラグ数は，AIC（Akaike Information
Criterion）に基づき選択されている。また，PP検定のバンド幅は，Bartlett kernelを用

いて Newey-West推定量に基づいている。ADF検定と PP検定における臨界値は，

MacKinnon（1996）より得られる。

*** は１％水準で有意，** は５％水準で有意，*は10％水準で有意であることを示す。
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２．非線形 ARDL共和分検定の結果

地方政府（都道府県）の収入（LGREt）と支出（LGEXt）の各変数の和分

の次数を検討した上で，Shin, Yu and Greenwood-Nimmo（2014）の方法に従

い，（９）式と（10）式の推定により，非線形 ARDL共和分検定を行う。最適な

NARDLモデルの定式化の選択は，Athanasenas, Katrakilidis and Trachanas

（2014）に従って，general-to-specificアプローチに基づくものとする。これよ

り，OLSによる推定結果は，表２に報告されている。

表２の推定結果から，まず，（９）式（または，（10）式）において共和分関係

が存在しないという帰無仮説，ñ1=è+1=è-1=0（または，ñ2=è+2=è-2=0）の検

定を行う。表２における F検定の結果は，いずれも共和分関係の存在を支持

することを示している。（９）式と（10）式の推定において計算された F統計量

（FPSS）の値はそれぞれ8.276と8.182であり，バウンド検定に基づき，ともに１

％の有意水準で上方の臨界値7.815を上回っている。したがって，（９）式と（10）

式のいずれにおいても帰無仮説が棄却され，地方政府（都道府県）の収入と支

出の２変数は共和分関係にあることがわか
（５）

る。

そこで，次に，共和分関係において非対称性が存在するかどうかを分析する

ために，Wald検定を適用して，（９）式（または，（10）式）における長期の対

称性の帰無仮説，-è+1 /ñ1=-è-1 /ñ1（または，-è+2 /ñ2=-è-2 /ñ2）と短期の対

称性の帰無仮説，∑q
i=0ð+1i=∑q

i=0ð-1i（または，∑q
i=0ð+2i=∑q

i=0ð-2i）の検定をそれ

ぞれ行う。第１に，長期については，（９）式と（10）式においてともに，各変数

の正の変化と負の変化は非対称な効果を及ぼすことがわかる。（９）式における

Wald検定統計量（WLR）の値は8.597であり，対称性の帰無仮説を１％の有意

水準で棄却する。一方，（10）式におけるWald検定統計量（WLR）の値は10.126

であり，同様に１％の有意水準で対称性の帰無仮説を棄却する。さらに第２に，

短期においては，（９）式におけるWald検定統計量（WSR）の値は4.209であり，

（５） Shin, Yu and Greenwood-Nimmo（2014）に従って，F検定に関する臨界値は，

共和分関係式における説明変数の数 kを，k=1 として選択されている。
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対称性の帰無仮説を５％の有意水準で棄却する。ところが，（10）式については，

Wald検定統計量（WSR）の値は0.008であり，対称性の帰無仮説は10％の有意

表２ 非線形 ARDLモデルの推定：1955－2017年度

被説明変数：ÄLGREt 被説明変数：ÄLGEXt

変 数 係 数 標準偏差 変 数 係 数 標準偏差

定数項 9.285745*** 1.970427 定数項 9.059511*** 1.868565
LGREt-1 －0.453663*** 0.096611 LGEXt-1 －0.448416*** 0.092620
LGEX+t-1 0.435925*** 0.094159 LGREt-1+ 0.455894*** 0.095108
LGEX-t-1 0.356333*** 0.078731 LGREt-1- 0.570643*** 0.123663
ÄLGREt-1 0.357350*** 0.122728 ÄLGEXt-1 0.327473*** 0.122030
ÄLGEXt+ 0.856195*** 0.079049 ÄLGEXt-3 0.372879*** 0.114973
ÄLGEXt-+ 1 －0.376734*** 0.126780 ÄLGREt+ 0.861924*** 0.074596
ÄLGEXt-+ 3 －0.138673** 0.068592 ÄLGREt-1+ －0.244047* 0.137992
ÄLGEXt- 0.946290*** 0.232571 ÄLGREt-3+ －0.240924** 0.114372

ÄLGREt- 1.027557*** 0.218856
ÄLGREt-1- －0.677336** 0.255848

FPSS 8.276915 FPSS 8.182910
L+GEX 0.960900*** L+GRE 1.016675***
L-GEX 0.785456*** L-GRE 1.272574***
WLR 8.597565［0.005］ WLR 10.12615［0.003］
WSR 4.209926［0.045］ WSR 0.008375［0.927］
R�2 0.938834 R�2 0.948649
JB 4.407049［0.110］ JB 1.684898［0.431］
RESET 0.215205［0.645］ RESET 1.435727［0.237］
BP 0.810770［0.596］ BP 0.474037［0.899］
BG 0.951439［0.393］ BG 0.115659［0.891］

注：非線形 ARDLモデルは，（９）式と（10）式に基づいて推定される。変数の上付き文字の

＋と－は，それぞれ正と負の部分和を示している。FPSS は，帰無仮説，ñ1=è+1=è-1=0

（または，ñ2=è+2=è-2=0）に関する F検定統計量を表している。F検定の下方と上方の

臨界値は，１％水準でそれぞれ7.057と7.815である（Pesaran and Pesaran, 2009）。L+GEX
と L-GEX（または，L+GREと L-GRE）は，それぞれ â�+1=-è�+1 /ñ�1 と â�-1=-è�-1 /ñ�1（または，

â�+2=-è�+2 /ñ�2 と â�-2=-è�-2 /ñ�2）によって，推定された長期の係数である。WLRは，長

期における対称性の帰無仮説，-è�+1 /ñ�1=-è�-1 /ñ�1（または，-è�+2 /ñ�2=-è�-2 /ñ�2）に関

するWald検定統計量である。WSRは，短期における対称性の帰無仮説，∑q
i=0ð+1i=∑q

i=0ð-1i
（または，∑q

i=0ð+2i=∑q
i=0ð-2i）に関するWald検定統計量である。R�2 は，自由度修正済み

決定係数である。JBは Jarque-Beraの統計量で，誤差項が正規分布であるという帰無仮

説についての検定統計量である。RESETは特定化に関する Ramseyの RESET検定にお

ける統計量，BPは不均一分散に関する Breusch-Pagan検定における統計量である。BG
は，２次の自己相関がないという帰無仮説についての Breusch-Godfreyの LM検定にお

ける統計量である。なお，括弧［ ］内の数値は P値である。

*** は１％水準で有意，** は５％水準で有意，*は10％水準で有意であることを示す。
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水準でも棄却されない。したがって，短期においては，支出から収入への効果

についてのみ，非対称な効果が存在するという結果が得られる。

ここで，とりわけ長期における収入と支出の関係に注目すると，非対称性に

関する次の分析結果が得られる。第１に，（９）式の推定結果より，収入に対す

る支出の変化の効果について，正の変化と負の変化に関する長期の係数，L+GEX

と L-GEXの推定値はともに正であり，統計的に有意である。長期の係数の推定

値より，支出の１％の増加は収入を0.96％増加させる一方で，支出の１％の減

少は収入を0.78％減少させることになる。これより，収入に対して，支出の正

の変化の効果の方が負の変化の効果よりも大きく作用することがわかる。さら

に第２に，（10）式の推定結果より，支出に対する収入の変化の効果についても，

正の変化と負の変化に関する長期の係数，L+GREと L-GREの推定値はともに正で

あり，統計的に有意である。長期の係数の推定値より，収入の１％の増加は支

出を1.01％だけ増加させるのに対して，収入の１％の減少は支出を1.27％減少

させることになる。この結果は，支出に対しては，収入の正の変化の効果より

も負の変化の効果の方が大きく作用することを意味している。

上記の結果から，長期においては，収入は支出の変化に対して，そして支出

は収入の変化に対してともに反応することがわかる。さらに，支出の変化が収

入に及ぼす効果については，正の変化の効果が負の変化の効果を上回っている。

これに対して，収入の変化が支出に及ぼす効果については，逆に，負の変化の

効果が正の変化の効果を上回っている。ここで，収入の増加（または，減少）

が支出に対して正の効果（または，負の効果）を及ぼすという関係は，Fried-

man（1978）の見解に相当するといえる。

最後に，表２には，推定結果についての診断検定の結果も示されている。

ÄLGREtを被説明変数とする（９）式と ÄLGEXtを被説明変数とする（10）式の

推定結果について，誤差項の正規性に関する JB（ Jarque-Bera）検定統計量は，

誤差項が正規分布に従うことを示している。脱落変数に関する Ramseyの RE-

SET（Regression Specification Error Tset）統計量は有意ではなく，脱落変数
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がないという適切なモデルを示している。Breusch-Pagan検定は，誤差項分散

の均一性を示している。そして，Breusch-Godfreyの LM検定統計量について

は，自己相関がないと判断できる。

Ⅳ．むすび

本稿では，わが国の（沖縄県を除く）都道府県全体の財政を分析対象とし，

1955年度から2017年度までの年度データを用いて，都道府県の基礎的財政収支

をめぐる収入と支出の関係を分析した。実証分析では，政府の収入と支出をそ

れぞれ正と負の変化の部分和に分解し，収入の決定が支出の正の変化と負の変

化に対して，あるいは逆に，支出の決定が収入の正の変化と負の変化に対して，

それぞれ非対称に反応するかどうかを検討した。そのために，非線形 ARDL

アプローチが新たな分析方法として適用された。

非線形 ARDLモデルによる共和分のバウンド検定の結果からは，都道府県

財政の収入と支出は長期の均衡関係にあり，収入は支出の変化に反応し，逆に，

支出は収入の変化に反応することが示された。このような結果は，収入と支出

の間で双方向の因果関係が存在するという仮説（fiscal synchronization hy-

pothesis）が支持されることを示唆している。さらに，長期において，収入

（または，支出）は，支出（または，収入）の正の変化と負の変化に対して異

なる反応を示すという結果も得られた。すなわち，長期では，収入の決定は支

出の負の変化よりも正の変化に対して大きく反応し，支出の決定は収入の正の

変化よりも負の変化に対して大きく反応することが示された。したがって，収

入と支出の共和分関係において，上記の意味で非対称性が存在することがわか

る。

そこで，本稿の分析結果より導かれる政策的な含意として，地方（都道府県

全体）の財政収支の改善のためには，主として収入面での制約を課すことによ

る支出の削減が有効であるといえよう。既述のように，わが国の地方財政では，

支出の決定は，ある程度は地方政府に裁量の余地があると考えられる。一方，
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地方の収入は，地方交付税や国庫支出金など，国からの財政移転に依存してい

る。さらに，地方政府の自主財源である地方税は，その税目や税率が国の定め

た地方税法により制約を受けている。このため，地方の収入は，地方政府の決

定に自由裁量の余地がほとんどなく，実質的には中央政府（国）によって決定

されているといえる。したがって，地方の収入の削減は，地方交付税や国庫支

出金などの財政移転の削減を中心に，中央政府（国）の判断で実施されること

になる。わが国の場合，国と地方の財政が一体的に運営されていることを考慮

し，中央政府（国）は財政再建を進めると同時に，地方の財政収支の改善をも

図ることが求められる。
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